
議案第 号 

 

鳥取県日野郡ふ さと広域連携協約の締結に関す 協議について 

 

別紙案のとお 鳥取県日野郡ふ さと広域連携協約を鳥取県と締結す こと

に関し協議す ことについて 地方自治法 昭和 法律第 号 第

条の 第 項の規定によ 本議会の議決を求め  

 

 

 

成 月 日提出 

 

日野町長  景  山  享  弘 
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鳥 県日野郡ふ さ 広域連携協約 案  

目的  

第 条 協約 鳥 県 以 甲 いう 及び日野 以 乙 いう

連携 事 を処理 よ 乙及び日野郡 区域 以 圏域 いう

行政サ ビ 維持及び向 並び 効率的 行政運営を 進 地域 実

情を踏まえた施策 展開を図 圏域 共通 諸課題 解決及び圏域 一体的 持続

的 発展 寄与 た 基本的 方針及び役割分担を定 あ  

基本方針  

第 条 甲及び乙 前条 規定 目的を 成 た 圏域 他 鳥 県日

野郡連携会議を開 定期的 協議を行う  

 甲及び乙 前条 規定 目的を 成 た 別表 掲 政策分野 い 役

割を分担 連携 事 を執行  

役割分担  

第 条 甲及び乙 役割 別表 役割分担 欄 掲  

経費負担  

第 条 前条 規定 役割分担 基 い 甲又 乙 事 を処理 た 要 経費

当該事 い 甲又 乙 本来果た 役割 両者 益 程度そ 他 事情を 案

甲及び乙 協議 定  

発効  

第 条 協約 成 日 効力を生  

 

別表 第 条 第 条関  

政策分野 組内容 

役  割  分  担 

甲 乙 

安心 安全

確保 

障 い者雇用 乙 連携 甲 障

い者雇用計 を策定

事業を実施  

甲 連携 乙 障

い者雇用計 を策定

事業を実施  

子保健 発 支

援等  

子保健分野

発 支援 専門人

材 確保を図  

乙 行う発 支援事業

等 参  

発 支援事業計 を策

定 事業を実施

 

消費生活相談及び

消費者啓発 

乙 共同 広域研修会

等 啓発事業を企

事業を実施  

消費生活相談窓口 体

制を整備  

甲 共同 広域研修会

等 啓発事業を企

事業を実施  

公共土木施設 維

持管理 

度 乙 協議

よ 分担内容を設定

委託 よ 県

及び 維持管理並

度 甲 協議

よ 分担内容を設定

委託 よ 県

及び 維持管理並
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び 除雪を実施  

災害 発生状況 応

災害査定 向

技術支援を行う  

び 除雪を実施  

災害初期 い 県

管理 路 施設等

ニタ を行う  

害鳥獣被害対策 日野郡鳥獣被害対策協

議会 事業計 策定

及び事業 実施 参

 

圏域 他

日野郡鳥獣被害対策協

議会を設置  

圏域 関 機関 連携

事業計 を策定

事業 実施及び情

報 共 を図  

雇用創造､産

業振興及び

観光振興 

移住定住 子育

支援 

事業計 策定を支援

事業 参  

事業計 を策定 事

業を実施  

農林業振興 次

産業化 

事業計 策定を支援

事業 参  

事業計 を策定 事

業を実施  

戦略的 観光施策 事業計 策定を支援

事業 参  

事業計 を策定 事

業を実施  

地域活性化

及び行政機

能 住民サ

ビ 向

 

人事交流等 手法

よ 専門人材確

保 

事業計 を策定 事

業 実施を統括  

事業計 を策定 事

業を実施  

圏域マネ ント

能力 た 人材

育成 

乙 共同 職員 人材

育成等 合同研修

会を企 事業 実

施を統括  

甲 共同 職員 人材

育成等 合同研修

会を企 事業を実

施  

行政情報等 共同

発信 

広報紙等を活用 た共

同発信 関 計 を

策定 事業 実施を

統括  

甲 共同 広報紙等を

活用 た共同発信 関

計 を策定 事

業を実施  

事 共同化 関

検討 

圏域 各 行

う機関等 共同設置等

含 た事 共同化

関 検討を統括

必要

協議 場を随時設置

 

圏域 他

機関等 共同設置等

含 た事 共同化

関 検討を行う  

圏域教育 あ 方

検討及び環境整

備 

乙 行う支援 参

事業計 策定を

支援  

圏域 他

県立日野高等学校 魅

力 く 等 支援

を行い 圏域 将来を

担う人材 育成 圏域

活性化を図  

圏域 他
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圏域教育 あ 方 効

率的 教育行政 推進

関 検討を行い

事業計 を策定  

圏域 共通 課

題 関 検討 

圏域 各 行

う圏域 共通 課題

関 検討を統括

必要

協議 場を随時設置

 

圏域 他

圏域 共通 課題

関 検討を行う  

 

 



概要 

 提出理  

   

   日野町 江府町 日南町及び鳥 県 事 共同処理 い こ 地方自

治法 基 く 協議会 制度を活用し 実施し た こ あ 圏域活性化

た 組を 一層拡充し推進す た 地方自治法 改正 新た 設け た

柔軟 機動的 連携 制度 あ 連携協約 を活用した枠組 移行す こ し

鳥 県 日野郡各町 日野町､日南町及び江府町 地方自治法第「5「条 第 項 規定

基 く連携協約を締結す  

 

 内容 

協約 案 概要 

   目的 第 条   

   日野町 鳥 県 連携し 事 を処理す こ 県 町及び日野郡 区域

け 行政サ ビス 維持及び向上並び 効率的 行政運営を促進す 地

域 実情を踏 えた施策 展開を図 圏域 共通す 諸課題 解決及び圏域 一体

的 持続的 発展 寄与す た 基本的 方針及び役割分担を定  

   基本方針 第 条  

 第 条 規定す 目的を 成す た 圏域 他 町 鳥 県日野郡連携会

議を開 定期的 協議を行う 県及び各町 各政策分野 い 役割を分

担し 連携し 事 を執行す  

   役割分担 第 条  

県及び各町 役割分担を別表 規定  

  別表 規定す 主 事  

   日野地区連携 共同協議会 い 共同執行し いたチ ム事業 発 支援 障

い者雇用 消費生活相談等 専門部会 け 検討 連携実施す 事業

路維持管理 除雪 鳥獣被害対策等 新た 連携事業 移住定住 観光戦略等  

   経費負担 第 条  

 事 を処理す た 要す 経費 当該事 い 又 乙 本来果たすべ

役割 両者 益 程度そ 他 事情を 案し 協議し 定 す  

   発効 第 条  

協約 発行日を 成 ７ ７月 日 す  

連携協約 圏域連携 共同執行 考え方 

○ 制度上､ 連携協約 対 締結す あ 県 各 町 協約を締結す  

○ 県 町 協約を締結す こ 圏域 連携 組を担保す こ 可能  
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